
新潟県データ連携基盤共同利用ビジョン 令和７年３月26日策定

新潟県において、データ連携基盤は現時点で構築されていないが、少子高齢化・人口減少社会において、デジタル技術やデータ自体を最大限活用

し、地域の生産性や利便性を飛躍的に高める観点から、個別分野内（分野別）や分野横断型で（分野間）データの連携・共有を行うデータ連携基盤

を構築することは、有効な選択肢の一つと考えられる。

このため、今後、県は市町村と連携し、県民や民間事業者も含むステークホルダーのニーズを把握し、有用なデータ連携・共有の在り方を十分に

検討した上で、ユーザー目線で利便性の高いデータ連携基盤を構築し、その共同利用を目指す。

１ データ連携基盤の現況

・ 2025年３月末時点で、新潟県においては市町村も含めデータ連携基盤を構築した実績はない。

２ データ連携基盤の構築に向けた基本方針

・ 県が中心となって、庁内や市町村、民間事業者などステークホルダーのデータ連携・共有に係るニーズを把握し、費用負担の在り方も含めて

十分な議論・検討・調整を行った上で、デジタル庁が示した「データ連携基盤の共同利用の基本的な考え方」に基づき、類似の機能を有した

基盤への重複投資を回避しつつ、利用目的が明確で相互運用性の高い、ユーザー目線で利便性の高いデータ連携基盤を構築し、その共同利用

を目指す。

・ 原則として県と市町村が共同利用するシステムを構築する。また、必要に応じて他の都道府県との共同利用も検討する。

・ データ連携に関連するシステムの構築に当たっては、将来的なデータ連携の更なる拡大も見据え、内閣府「スマートシティリファレンス

アーキテクチャ（ホワイトペーパー）」を参照する。

３．当面の対応スケジュール

・ 2025年度 ：データ連携基盤の構築に係る協議体制を構築し、庁内や市町村、民間事業者等のニーズ把握・分析、優先すべき分野等の検

討を行う。

・ 2026年度以降：関係者と十分に議論・連携・調整しつつ、必要かつ利便性の高いデータ連携基盤を構築し、その共同利用を推進する。

（注）本ビジョンは、今後、必要に応じて適宜見直しを行う。
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